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第 2 研究グループ 
枝村一磨 乾友彦 
本 DISCUSSION PAPER は、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見を頂くこ
とを目的に作成したものである。 
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Diversity of Researcher in Firm and Patent Applications -An Econometric Analysis at the 
Firm Level- 
 
This paper examines the relationship between the ratio or research field bias of female 
researchers as researcher diversity and patent application as R&D activity by firms using firm 
level cross-section data. Considering that the number of patent applications is positive 
integer, the negative binomial model analysis using the Japanese government survey data 
shows that the firms with the higher ratio of female researchers apply more patents. In 
addition, our results show that the firms without research field bias of female researchers also 
apply more patents. These results conclude that the higher researcher diversity stimulates 
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年には女性研究者数は 127,800 人となり、研究者全体の 14.4％となっている。政策的には、


























分野等の内面上の多様性である「タスク型」多様性との 2 つに分類できる1。このように 2 つに







































                                                                                                                                                           
1 「デモグラフィー型」多様性の具体例として、性差(gender diversity)の他に年齢(age 
diversity)や国籍(nationality diversity)等が考えられる。「タスク型」多様性の具体例として、専














Teigen(1996)、Faems and Subramanian(2013)、Brooks, Fenton and Walker(2014)がある。Kyvik 
and Teigen(1996)は、大学の研究者に焦点を絞り、男性と女性で研究生産性にどのような違



























































仮説 1 女性研究者の割合が高い企業ほど、特許出願件数が多い。 
仮説 2 雇用している研究者の研究分野に偏りがない企業ほど、特許出願件数が多い。 







2011 年度調査結果において社内研究開発を実施していると回答し、かつ資本金 1 億円以上







ていると回答した企業については、資本金 1000 万円以上 1 億円未満の企業は抽出調査、資
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農林水産業 3 X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 4 0.000 - -
建設業 80 0.000 0.000 0.000
食料品製造業 94 0.000 0.000 0.000
繊維工業 30 0.148 0.123 0.000
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 23 0.298 0.283 0.000
印刷・同関連業 7 0.226 0.234 0.284
医薬品製造業 48 0.480 0.445 0.380
総合化学工業 90 0.000 0.000 0.000
油脂・塗料製造業 27 0.000 0.000 0.000
その他化学工業 46 0.000 0.000 0.000
石油製品・石炭製品製造業 14 0.000 0.000 0.000
プラスチック製品製造業 43 0.000 0.000 0.000
ゴム製品製造業 14 0.188 0.186 0.000
窯業・土石製品製造業 43 0.150 0.157 0.000
鉄鋼業 37 0.000 0.000 0.000
非鉄金属製造業 33 0.133 0.171 0.000
金属製品製造業 44 0.000 0.000 0.000
はん用機械器具製造業 35 0.000 0.000 0.244
生産用機械器具製造業 89 0.000 0.000 0.000
業務用機械器具製造業 52 0.178 0.158 0.134
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 43 0.074 0.050 0.000
電子応用･電気計測機器製造業 29 0.247 0.259 0.000
その他の電気機械器具製造業 57 0.000 0.000 0.208
情報通信機械器具製造業 54 0.051 0.051 0.000
自動車・同付属品製造業 59 0.000 0.000 0.000
その他の輸送用機械器具製造業 15 0.000 0.000 0.022
その他の製造業 57 0.126 0.042 0.000
電気･ガス･熱供給・水道業 16 0.280 0.234 0.480
通信業 5 0.000 0.000 0.250
放送業 0 - - -
情報サービス業 62 0.000 0.000 0.000
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 4 0.000 0.000 0.000
運輸業・郵便業 9 0.122 0.105 0.379
卸売業・小売業 25 0.000 0.000 0.000
金融業・保険業 1 X X X
学術・開発研究機関 19 0.363 0.298 0.000
専門サービス業 5 0.397 0.420 0.122
技術サービス業 14 0.008 0.000 0.000
その他のサービス業 6 0.000 0.000 0.000
その他の業種 2 X X X



























農林水産業 3 X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 3 X X X
建設業 77 6.0 6.0 0.0
食料品製造業 65 2.0 2.0 0.0
繊維工業 28 5.0 5.0 0.0
パルプ・紙・紙加工品製造業 20 5.0 5.5 0.5
印刷・同関連業 5 36.0 28.0 1.0
医薬品製造業 42 5.5 5.0 2.5
総合化学工業 82 10.0 9.0 1.5
油脂・塗料製造業 24 1.5 2.0 0.0
その他化学工業 39 4.0 3.0 0.0
石油製品・石炭製品製造業 14 5.5 3.0 0.0
プラスチック製品製造業 38 4.5 4.0 0.5
ゴム製品製造業 13 3.0 2.5 0.0
窯業・土石製品製造業 41 4.0 4.0 0.0
鉄鋼業 34 8.5 6.5 1.0
非鉄金属製造業 31 5.0 5.5 0.0
金属製品製造業 42 4.5 4.0 0.0
はん用機械器具製造業 30 10.0 7.5 1.0
生産用機械器具製造業 83 9.0 8.0 2.0
業務用機械器具製造業 46 8.5 8.0 1.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 37 20.0 10.5 3.0
電子応用･電気計測機器製造業 25 6.0 6.0 0.0
その他の電気機械器具製造業 55 15.0 13.5 0.5
情報通信機械器具製造業 46 24.0 16.5 2.0
自動車・同付属品製造業 54 20.5 19.0 5.0
その他の輸送用機械器具製造業 14 6.0 3.0 0.0
その他の製造業 49 5.0 5.5 1.0
電気･ガス･熱供給・水道業 13 37.0 26.0 3.0
通信業 4 469.0 452.5 16.5
放送業 0 - - -
情報サービス業 37 1.0 1.0 0.0
インターネット付随・その他情報通信業 3 X X X
運輸業・郵便業 6 6.0 3.0 0.0
卸売業・小売業 20 1.0 1.0 0.0
金融業・保険業 0 - - -
学術・開発研究機関 13 1.0 2.0 0.0
専門サービス業 3 X X X
技術サービス業 12 2.0 3.0 0.0
その他のサービス業 4 9.0 9.0 0.0
その他の業種 2 X X X















表 4. 研究開発者の研究分野多様性と特許出願件数の相関係数 
 






i i i i i i iPat RD Xα β γ ε= + + +  
ただし、i は企業 ID を示す。データは、2012 年度の民研及び科調を用いており、2011 年実
績値である。Pat は研究開発活動のアウトプットである特許出願件数である。推計においては、
特許の質を考慮した分析を行うため、全特許出願件数、国内特許出願件数、外国特許出願
件数をそれぞれ Pat とした推計を行う3。また、特許出願件数は 0 以上の整数値であることか
ら、カウントデータモデルであるネガティブ・バイノミアルモデルで推計を行う。 
RD は研究者の多様性に関する指標である。具体的には、企業 i に属する女性研究者割合、
研究者の研究分野の偏りを示す研究分野多様性、企業 i に属する男性研究者の研究分野多
様性と女性研究者の研究分野多様性とする。前節と同様に、「研究者」は科調で調査されて






全体 -0.110 0.050 0.046 0.169
国内 -0.124 0.054 0.051 0.182
























被説明変数に全特許出願件数を用いた分析結果が表 6 である。モデル 1 は研究者の多様







コントロール変数である社内研究開発費の係数は、モデル 1 からモデル 4 までの全てのモ
デルで、有意に正の値となっている。また、逆ミルズ比の係数も負で有意な値となっている。 





サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
全特許出願件数 928 198.07 1270.62 0 27527
国内特許出願件数 892 120.11 657.59 0 13037
外国特許出願件数 892 86.06 651.27 0 14490
女性研究者割合 924 0.13 0.13 0 1
研究分野多様性(全研究者) 924 0.18 0.22 0 0.73
研究分野多様性(男性研究者) 568 0.21 0.23 0 0.74
研究分野多様性(女性研究者) 568 0.16 0.24 0 0.75










被説明変数に国内特許出願件数を用いた分析結果が表 7 である。モデル 5 は研究者の多



















社内研究開発費 0.0805*** 0.0830*** 0.0680*** 0.0252***
(0.0096) (0.0096) (0.0091) (0.0053)
逆ミルズ比 -1.8992*** -1.8304*** -1.8662*** -3.7753***
(0.1835) (0.1843) (0.1814) (0.3549)
定数項 4.3143*** 3.8435*** 3.5911*** 4.7034***
(0.3208) (0.3725) (0.3292) (0.3602)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes
サンプル数 800 797 797 475











被説明変数に外国特許出願件数を用いた分析結果が表 8 である。モデル 9 は研究者の多
様性指標 RD をモデルに含めないで推計した結果であり、モデル 10 は女性研究者割合を含
めたモデルの推計結果である。モデル 2 やモデル 6 の結果と同様に、女性研究者割合の係
数が有意に正の値となっている。 
モデル 11 は、企業に属する研究者の研究分野多様性を含めたモデルの推計結果である。
モデル 3 やモデル 7 の結果と同様に、研究分野多様性の係数は有意に正の値となっている。
モデル 12 は、男性研究者および女性研究者の研究分野多様性を含めたモデルの推計結果















社内研究開発費 0.0617*** 0.0636*** 0.0514*** 0.0190***
(0.0088) (0.0089) (0.0083) (0.0044)
逆ミルズ比 -2.0064*** -1.9481*** -1.9792*** -3.7865***
(0.1930) (0.1945) (0.1932) (0.3468)
定数項 4.0909*** 3.7275*** 3.4254*** 4.4828***
(0.3069) (0.3616) (0.3206) (0.3564)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes
サンプル数 746 743 743 459





































社内研究開発費 0.0989*** 0.1020*** 0.0873*** 0.0312***
(0.0139) (0.0139) (0.0131) (0.0082)
逆ミルズ比 -1.9054*** -1.8393*** -1.8795*** -4.4581***
(0.2831) (0.2824) (0.2785) (0.5446)
定数項 3.0198*** 2.4255*** 2.2727*** 3.5110***
(0.4605) (0.5285) (0.4611) (0.4799)
産業ダミー Yes Yes Yes Yes
サンプル数 746 743 743 459








本稿の推計に関する留意点として、以下に 2 点あげる。第 1 に、本稿では推計を行う際に
産業特性は考慮しているものの、スピルオーバー効果を考慮していないことである。企業の


































































                                                     
5 中内(2005)、Smith et al.(2006)、Horwitz and Horwitz(2007)、Joshi and Roh(2009)、Adams 
and Ferreira(2009)、Miller and Triana(2009)、山本(2009)、Ostergaarda et al.(2011)、Siegel and 
Kodama(2011)、Siegel et al.(2014)を参照。 
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農林水産業 3 X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 4 13.1% 12.1% 10.5%
建設業 82 9.9% 7.6% 7.1%
食料品製造業 92 29.8% 35.4% 33.3%
繊維工業 29 15.3% 23.0% 22.2%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 24 18.0% 15.3% 14.7%
印刷・同関連業 6 17.9% 15.4% 18.0%
医薬品製造業 50 27.8% 33.4% 29.3%
総合化学工業 92 15.4% 14.5% 13.0%
油脂・塗料製造業 25 16.9% 13.4% 11.1%
その他化学工業 45 29.8% 22.4% 17.6%
石油製品・石炭製品製造業 14 14.2% 12.6% 11.8%
プラスチック製品製造業 42 11.6% 10.1% 10.0%
ゴム製品製造業 15 9.3% 11.6% 11.3%
窯業・土石製品製造業 42 10.4% 9.7% 6.6%
鉄鋼業 38 6.7% 5.9% 5.3%
非鉄金属製造業 33 9.7% 9.6% 8.7%
金属製品製造業 40 9.3% 7.6% 5.6%
はん用機械器具製造業 37 6.3% 5.8% 4.0%
生産用機械器具製造業 91 6.0% 7.4% 5.7%
業務用機械器具製造業 51 11.4% 10.6% 10.3%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 42 8.4% 9.0% 7.4%
電子応用･電気計測機器製造業 29 9.3% 6.7% 6.4%
その他の電気機械器具製造業 58 8.0% 7.6% 7.7%
情報通信機械器具製造業 52 7.3% 5.3% 5.1%
自動車・同付属品製造業 59 7.8% 4.9% 5.5%
その他の輸送用機械器具製造業 15 7.0% 3.5% 0.0%
その他の製造業 59 14.8% 14.0% 11.1%
電気･ガス･熱供給・水道業 16 6.3% 7.3% 6.5%
通信業 5 3.8% 2.8% 0.0%
放送業 0 - - -
情報サービス業 62 13.9% 14.1% 12.0%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 4 16.0% 29.4% 21.2%
運輸業・郵便業 10 5.9% 5.8% 1.9%
卸売業・小売業 27 38.6% 18.8% 16.0%
金融業・保険業 1 X X X
学術・開発研究機関 19 22.1% 21.8% 20.0%
専門サービス業 6 16.4% 18.9% 18.9%
技術サービス業 16 7.2% 7.7% 3.0%
その他のサービス業 7 7.9% 8.1% 3.1%
その他の業種 3 X X X
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